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1. 平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期第１四半期 717 △27.9 204 △51.5 219 △55.7 131 △55.6

22年３月期第１四半期 995 0.5 422 △9.3 495 6.3 297 8.3

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年３月期第１四半期 1,980 59 1,976 93

22年３月期第１四半期 4,601 65 4,462 69

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期第１四半期 5,577 4,901 87.9 73,690 86

22年３月期 5,741 4,940 86.0 74,272 21

(参考) 自己資本 23年３月期第１四半期 4,901百万円 22年３月期 4,940百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 ─ 2,500 00 ─ 2,500 00 5,000 00

23年３月期 ─

23年３月期(予想) 3,000 00 ─ 3,000 00 6,000 00

3. 平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,190 18.9 900 20.9 900 15.9 520 17.9 7,817 20

通期 4,800 31.3 2,000 46.5 2,000 45.3 1,150 46.9 17,271 42
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  （注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、

表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決

算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していませ

ん。 

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（１）本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可

能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について

は、四半期決算短信（添付資料）３ページ「(３)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧くださ

い。 

（２）上記、「３．平成23年３月期の連結業績予想」に記載の通期の１株当たり予想当期純利益は、新株

予約権の行使による増加分を含めて計算した予想期中平均株式数66,584株により算出しております。

予想期中平均株式数は、期首発行済株式総数66,520株に新株予約権128株の行使が期央で行われると

仮定し日数按分した株式数を加味して算出しております。 

  

4. その他（詳細は、【添付資料】P.４「２．その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

 新規 ─社 (            )、除外 ─社 (            )

  （注）当四半期会計期間における連結範囲の変更に伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 無

  （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 66,520株 22年３月期 66,520株

② 期末自己株式数 23年３月期１Ｑ ─株 22年３月期 ─株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 66,520株 22年３月期１Ｑ 64,552株
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当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部で景気悪化に底打ちの兆しが見られるものの、雇用情勢

が未だ回復しておらず、設備投資や個人消費の低迷が続く等、依然として先行きが不透明な状況で推移しました。 

 Ｍ＆Ａ業界全体においても日本企業が関係するＭ＆Ａ件数は平成18年をピークに減少を続け、当第１四半期連結

会計期間においても前年を下回っているとの認識が一般的であります。 

 このような環境下ではありますが、当社が平成22年６月に東京・大阪・名古屋・仙台で順次開催した「経営者の

ためのＭ＆Ａセミナー」には過去最高の申込者数を記録した同年２月のそれを更に上回る累計1,100名を超える方々

に参加お申込みをいただき、各会場とも真剣にＭ＆Ａを検討される経営者の方々で埋めつくされました。当社のメ

インフレームである中小企業の「後継者難」や「先行き不安」を解決するためのＭ＆Ａのニーズはますます旺盛な

状況であります。 

 当第１四半期連結会計期間は、売上高は717百万円（前年同四半期比27.9％減）、営業利益は204百万円（同

51.5％減）、経常利益は219百万円（同55.7％減）、当期純利益は131百万円（同55.6％減）となりました。これ

は、旺盛なニーズにより案件受託が堅調に推移している反面、リーマンショック以降の景況感の長期的な低迷によ

り案件成約が必ずしも容易でなくなっていることが原因であります。 

 しかしながら、国内Ｍ＆Ａマーケットの中でも当社グループがターゲットとしている後継者問題解決のための中

小企業のＭ＆Ａマーケットは、少子高齢化や中小企業をとりまく厳しい経済環境を背景に今後も拡大を続けるもの

と当社では考えております。 

他方、当連結会計年度より上場企業へのアプローチを強化すべく新たに発足した上場企業チャネルは当初の予想

を上回る順調な滑り出しとなっております。上場企業チャネルは、時価総額200億円程度以下の上場企業をターゲッ

トとし、それら上場企業の企業価値向上に貢献すべく、「選択と集中」戦略に基づく各種Ｍ＆Ａから株式の非上場

化に至るまでの各種提案を推進しております。 

 また、平成22年４月には北海道内におけるＭ＆Ａニーズによりきめ細かく対応するため、札幌営業所を開設いた

しました。加えて、同年６月にはＭ＆Ａの啓蒙活動の一環としてＭ＆Ａスペシャリスト養成講座を開講し、会計事

務所様や金融機関様を中心に多くの方々に受講いただいております。 

 今後とも、定期的な大規模セミナーによる経営者の方々へのダイレクトな情報開発と併せて上記のような営業企

画により個別ニーズへの対応や情報ネットワークの深耕・拡充のための活動に尽力いたします。 

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報
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流動資産は、4,165百万円となりました。これは、現金及び預金が233百万円、売掛金が77百万円減少し、有価証

券が200百万円増加したことなどによります。この結果、前連結会計年度末に比べて3.0％の減少となりました。 

固定資産は、1,412百万円となりました。これは、投資有価証券が32百万円減少したことなどによります。この結

果、前連結会計年度末に比べて2.3％の減少となりました。 

これらにより、総資産は、5,577百万円となり前連結会計年度末に比べて2.9％の減少となりました。 

  

流動負債は、411百万円となりました。これは、未払費用が74百万円、未払法人税等が135百万円減少したことな

どによります。この結果、前連結会計年度末に比べて24.4％の減少となりました。 

固定負債は、264百万円となりました。これは、役員退職慰労引当金が７百万円増加したことなどによります。こ

の結果、前連結会計年度末に比べて3.1％の増加となりました。 

これらにより、負債合計は、675百万円となり前連結会計年度末に比べて15.6％の減少となりました。 

  

純資産合計は、4,901百万円となりました。これは、主として利益剰余金が、四半期純利益による増加額131百万

円及び配当金の支払による減少額166百万円により、34百万円減少したことなどによります。この結果、前連結会計

年度末に比べて0.8％の減少となりました。 

  

  

  

平成22年４月30日発表の第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想に変更はありません。今後、何らかの変化が

ある場合には適切に開示してまいります。 

  

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

① 資産の部

② 負債の部

③ 純資産の部

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月

31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

② ①以外の変更 

該当事項はありません。 

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,856,493 3,090,422

売掛金 359,861 437,665

有価証券 901,018 700,994

前払費用 27,461 17,860

繰延税金資産 13,162 41,077

その他 7,267 7,449

流動資産合計 4,165,265 4,295,470

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 37,124 39,302

その他（純額） 23,565 24,443

有形固定資産合計 60,689 63,746

無形固定資産 46,820 50,314

投資その他の資産

投資有価証券 817,893 850,000

繰延税金資産 106,736 97,712

長期預金 100,000 100,000

その他 280,478 284,296

投資その他の資産合計 1,305,108 1,332,009

固定資産合計 1,412,619 1,446,070

資産合計 5,577,884 5,741,541

負債の部

流動負債

買掛金 36,457 20,457

短期借入金 100,000 100,000

未払費用 63,164 137,798

未払法人税等 54,016 189,568

前受金 7,936 270

預り金 32,740 5,703

賞与引当金 8,062 29,966

役員賞与引当金 4,000 －

その他 104,994 60,504

流動負債合計 411,373 544,268

固定負債

退職給付引当金 10,270 9,740

役員退職慰労引当金 254,324 246,944

固定負債合計 264,595 256,685

負債合計 675,968 800,953
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,074,687 1,074,687

資本剰余金 852,892 852,892

利益剰余金 2,965,090 2,999,641

株主資本合計 4,892,670 4,927,221

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,245 13,365

評価・換算差額等合計 9,245 13,365

純資産合計 4,901,915 4,940,587

負債純資産合計 5,577,884 5,741,541

株式会社日本Ｍ＆Ａセンター(2127)　平成23年３月期第１四半期決算短信

6



(2) 四半期連結損益計算書

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

売上高 995,832 717,558

売上原価 336,691 271,170

売上総利益 659,141 446,387

販売費及び一般管理費 236,816 241,581

営業利益 422,324 204,806

営業外収益

受取利息 3,589 2,238

持分法による投資利益 72,174 16,751

その他 105 1,168

営業外収益合計 75,869 20,158

営業外費用

支払利息 325 297

投資事業組合運用損 2,315 4,933

営業外費用合計 2,640 5,230

経常利益 495,553 219,734

特別利益

投資有価証券売却益 － 678

特別利益合計 － 678

特別損失

固定資産除却損 11,923 471

原状回復費 20,974 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,153

特別損失合計 32,898 3,625

税金等調整前四半期純利益 462,655 216,787

法人税、住民税及び事業税 141,499 62,017

法人税等調整額 24,110 23,021

法人税等合計 165,610 85,038

四半期純利益 297,045 131,748
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 462,655 216,787

減価償却費 7,268 7,663

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,153

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,312 △21,903

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,500 4,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,013 529

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,946 7,380

受取利息及び受取配当金 △3,589 △2,238

支払利息 325 297

投資有価証券売却損益（△は益） － △678

固定資産除却損 11,923 471

持分法による投資損益（△は益） △72,174 △16,751

営業債権の増減額（△は増加） 205,172 －

売上債権の増減額（△は増加） － 77,803

前払費用の増減額（△は増加） △1,130 △9,592

営業債務の増減額（△は減少） 5,180 －

仕入債務の増減額（△は減少） － 16,000

未払費用の増減額（△は減少） △66,296 △74,634

前受金の増減額（△は減少） 7,524 7,666

預り金の増減額（△は減少） 38,070 27,037

その他 △169,493 42,671

小計 397,583 285,664

利息及び配当金の受取額 8,531 40,296

利息の支払額 △410 △305

法人税等の支払額 △377,617 △190,228

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,086 135,425

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の増減額（△は増加） 101,000 △200,000

有形固定資産の取得による支出 △42,123 △1,184

無形固定資産の取得による支出 △255 △400

投資有価証券の取得による支出 △65,697 △2,550

投資有価証券の売却による収入 － 1,000

定期預金の預入による支出 △300,000 △100,271

定期預金の払戻による収入 300,000 800,000

その他 － 104

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,075 496,697

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △161,380 △166,300

財務活動によるキャッシュ・フロー △161,380 △166,300
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △140,369 465,823

現金及び現金同等物の期首残高 2,662,993 1,689,493

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,522,623 2,155,316
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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